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申 39号交渉で統括センター化による事業場の在り方の考え方について 

認識一致を図ることができなかったことから、９月 30日に申し入れを提出 

場所的に分散しているものは原則として別個の事業場として扱う。同一の場所
にあっても、著しく労働の態様を異にする部門がある場合には、その部門は別個
の事業場として捉える。 


